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子育て支援や地下道の利活用事業について、
担当課及び事業者から様々な取り組みを調査。



１．全ての市立学校へのエアコ
ン設置の対策を提案

【佐藤幸雄議員】市立学校全１９２校中、
中学校６４校については設計発注は完了
しており、今年の夏に稼働できるのはそのうち
２０校程度との説明が当局からあった。進
捗が進まない理由について、当局の打ち合わ
せを行う施設課や設備課の職員が足りてい
ないのではないかと私は考える。
例えば事業者へ発注する際、図面打ち合わ
せなどが行われ、また、当局の承認印がなけ
れば現場は進まず、さらに中間検査等の打
ち合わせをするには、図面が読める技術や知
見が必要であり、安全対策を確認できること
は必須なのであります。そのうえで、必要な人
員体制を強化し、あらゆる対策を講じて今年
の夏までにエアコンが稼働できるよう力を尽く
していただきたい。今後の対応を伺う。

【市⾧】現在は、早期の設置を目指しまして、
中学校２５校への工事発注手続きを行って
いるところである。
今後は、更に事務量が増えることが予想され
ることから、事業規模であるとか業務負担等
に応じて、担当職員の増員を図るなど組織
体制を整えまして、新年度中には、全ての学
校の工事発注が出来るように、全力で取り
組んでいく。具体には、学校施設課に1名、
都市整備局の設備課に4名増員予定であ
る。
引き続き、課題を一つ一つ整理して、設計・
工事業者の方々と連携をしながらエアコンの
設置を着実に進め、教育環境の改善を図っ
てまいりたい。

２．森林資源の利活用による経
済活性化策を提案

【佐藤幸雄議員】真庭市で行われている木質
廃材から資源へ利活用を図り、新たな木質製
品化やエネルギ－供給へと転換したバイオマス
循環事業の視察をしてきた。
木質廃材を利活用したバイオマス発電所やそ
の施設を見学するバイオマスツアーという観光
産業などが生み出され新たな企業や雇用の
創出につながる好循環の取り組みを実施して
いた。
本市でも地元企業、特に森林組合との更な
る連携で新たな事業の構想を民間の力で進
めていっても良いのではないか。
森林を利活用した、産業の育成を私は進める
べきと考える。当局の所見を伺う。

【経済局⾧】新年度からは林地台帳の精度
向上や森林管理の集積に向けた所有者への
意向調査、林道の整備など、適切な森林経
営の基礎となる森林づくりに取り組む予定であ
る。
今後、森林組合等との意見交換を行いなが
ら、森林環境譲与税を十分に活用し、担い
手の育成や木材利用の促進などに努めてまい
りたい。
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３．防災・減災に対する取り組み
について

【佐藤幸雄議員】本市が現在、取り組みを進
めている「仙台市業務継続計画（BCP）」は
大規模な災害時にあっても、適切な業務執
行を行うことを目的とした計画で、東日本大
震災と同規模の被害を想定しており、本市の
経験を教訓に、他都市に比べても最先端の
内容となっている。
そこで伺うが、この計画の被害想定は東日本
大震災と同規模であるが、非常時の優先業
務はどのように実施されるのか、限られた人員
でいかにしてその実効性を担保するのか、詳細
を伺う。

【危機管理室】大規模災害時に、全ての職
員の参集が難しい中にあっても、災害対応業
務と最低限の通常業務を実施するため、計
画では、各局・区が職員の参集予測を考慮し
つつ、優先的に実施する業務を選定し、発災
時間の経過毎に各業務を開始することとして
いる。
これによりまして、先に参集した職員から順次
優先業務に従事することで、迅速に災害対応
業務を開始するとともに、最低限の業務を継
続できるものと考えている。
また、その実効性を確保するため、職員研修
訓練プログラムに基づき、各局・区において、
震災初動対応訓練など一連の研修等の中で
各業務の実施手順の確認等を行っているとこ
ろである。
引き続き、研修訓練プログラムにおけるPDCA
サイクルにより、随時プログラムの内容を見直し
ながら、より効果的に研修を行い、業務継続
体制の強化に取り組んでまいりたい。

４．地下道利活用による経済活
性化策を提案

【佐藤幸雄議員】札幌市の地下街である、テ
レビ塔から大通駅までの「オーロラタウン」と大
通駅からすすきの駅までの「ポールタウン」は、と
ても活気に溢れ、工夫を凝らしたお店が出店
されていた。特に外国人観光客の姿も多く、
地下街そのものが観光スポットとしての「磨き
上げ」をされている。
地下街への出店については、「事業者選定委
員会」にて協議され、地下街にふさわしい業者
であるかを選定して決定されるとのことで、出
店を希望する業者をお待ち頂いている状況で
あり、空き店舗はないとのこと。
本市としても今後、地下通路の利活用につい
て民間企業へのヒヤリングを行うなど、本市経
済の活性化策の一つとして取り組むべき課題
であると私は考えるが所見を伺う。

【経済局⾧】本市では、これまでも地域経済
の活性化の観点から、賑わい空間の利活用と
して、地下鉄仙台駅コンコースにおける地元
農産品等の販売会や中心部商店街アーケー
ドにおける大道芸イベントの開催や起業家の
出店機会の提供などに取り組んできたところで
ある。
今後も、地下道などの各施設管理者や民間
事業者等と連携しながら、このような機会の創
出に努め、地域経済の活性化につなげてまい
りたい。


